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資料 10





地方独立行政法人大阪府立環境農林水産総合研究所　平成25年度計画概要





１　技術支援の実施及び情報発信


（１）事業者に対する技術支援


技術相談・指導、受託研究・共同研究・依頼試験の実施、試験機器・施設の提供、利用者アンケートの実施


【数値目標】利用者アンケートの総合評価の平均値は４以上とする。


（２）行政に対する技術支援


①行政課題への対応（知見の提供及び現地技術指導、大気・河川等及び大阪湾のモニタリング、行政依頼検体の分析、環境分析事業者の技術認定及びクロスチェック、講習会の開催、省エネ・省ＣＯ2窓口の運営、環境技術評価・普及事業（おおさかエコテック）の実施）


②危機管理及び緊急時への対応


・建築解体工事に係るアスベスト分析、災害時や環境汚染に係る苦情発生時の緊急分析


・貝毒・魚病の緊急分析


・農産物の病虫害緊急診断と防除策指導


・油流出や異常水質による魚類へい死に係るマニュアル作成


・環境汚染等への対応能力強化のため組織体制・施設配置の検討→　食とみどり技術センター新築整備基本設計へ反映


③農業大学校の運営


④国際協力に係る研修員の受入れ等


（３）情報発信


・調査研究成果、モニタリング結果、環境技術・エネルギーに関する情報や環境及び安全・安心な農林水産物に関する情報を、府民や事業者が容易に理解できよう工夫し、様々な媒体により発信


・環境情報プラザの運営


　 【数値目標】報道資料提供を35件以上行う。


２　技術支援の質的向上


（１）技術的ニーズのきめ細かな把握


・事業者・府に対する技術的ニーズ及びその動向について聞き取り調査等を実施


・受託研究等利用者アンケート結果及び技術相談等から技術的ニーズの動向を分析


・既存の会議や「大阪府環境農林水産試験研究推進会議」等の機会を活用して府職員と意見交換


（２）幅広い知見の集積


・関連学会やセミナー、公設試ネットワーク等から幅広い知見を収集・整理


・「会議等報告共有システム」等を利用して、職員間で情報を共有


（３）質の高い調査及び試験研究（調査研究）の実施


①技術支援の基盤となる調査研究の推進


②重点研究分野への取組


ア　重点研究分野


・「安全安心な特産農産物生産を目指した総合的作物管理技術」に係る分野


・「都市域におけるバイオマスの地域循環システム」に係る分野


・「大阪湾の環境変化が生態系に与える影響の究明」に係る分野


イ　重点研究分野の推進体制


重点研究分野については、予算や人員を投入し、組織的に進行管理・成果普及に取り組む


③新たな研究分野への取組


・「農林水産業の六次産業化の促進支援」


・「新たな環境汚染への対応」


・「生物多様性の保全」試験研究（調査研究）の実施


【数値目標】学術論文と学会等発表の件数合計は、平成25年度において100件以上とする。


④調査研究資金の確保


・外部有識者からの指導助言等により外部研究資金の獲得に取り組む


・研究活力向上支援事業の実施


【数値目標】外部研究資金の応募数は、平成25年度において40件以上とする。


⑤調査研究の評価


・行政課題は大阪府により評価


・外部研究資金への応募課題は「研究アドバイザリー委員会」により評価


・受託研究は、利用者アンケートを活用した事業者の評価


（４）連携による業務の質の向上


①事業者、大学、他の試験研究機関等との連携


課題解決、調査研究成果の普及を目的とした産官学コンソーシアム構築や府県連携、技術力向上を目的とした大阪府立大学との連携を実施


②府との緊密な連携


・府の技術支援依頼事項は「大阪府環境農林水産試験研究推進会議」において必要性・妥当性を精査して実施


・職員派遣など府との人事交流


（５）知的財産権の取得・活用


知的財産ポリシー等知的財産権に関する法人の規程に基づき、知的財産権の取得・活用を行う


３　地域社会における先導的役割の発揮


研究所の技術力を活用し地域の諸課題に取り組むＮＰＯ等を技術的に支援するため、新しい公共支援事業「農で「学び」「育て」「働く」を支えるプロジェクト」「天然記念物イタセンパラが棲む淀川支援事業」へ参画





第１　府民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため取るべき措置





第２　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するため取るべき措置


１ 業務運営の改善


○自律的な業務運営


　　　業務の実施状況の検証及び運営効率化、組織体制及び業務運営の見直しを行う


○効果的な人員配置


　　　職員のプロパー化の推進及び任期付職員や非常勤職員の活用


○研究体制の強化


　　効果的な人員配置等により、資金捻出のうえ、研究員の確保など研究体制を強化


２　組織運営の改善


○優秀な人材の確保


職員配置計画に基づく職員の採用、任期付職員等の柔軟な雇用、研究補助職の採用


○人材の育成


研修計画に基づいた職員研修の実施、法人独自の人事評価制度、職員表彰等によるインセンティブ





第３　財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置


経費の執行状況について、定期的な確認。会計制度に関する研修の実施により、職員のコスト意識の醸成


第４～第６


省略


第７　剰余金の使途


決算において剰余金が生じた場合は、職員の能力向上、施設・設備の改善等に充当


第８　その他業務運営に関する事項


第９　大阪府地方独立行政法人法施行細則第4条で定める事項


１　施設及び設備に関する計画  


施設・設備の内容�
予定額（百万円）�
財源�
�
食とみどり技術センター新築整備�
27�
施設整備補助金�
�









